
 
 

 
ご注意：この文書は、本資産運用会社による TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同に関して一般に公表す

るための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず本投資法人

が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、

投資家ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。 

また、この文書は、米国における証券の募集を構成するものではありません。本投資口は 1933 年米国証券法に従って

登録がなされたものではなく、1933 年米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録の免除を受ける場合を除き、

米国において証券の募集又は販売を行うことは出来ません。米国において証券の公募が行われる場合には、1933年米国

証券法に基づいて作成される英文のプロスペクタスが用いられます。プロスペクタスは、当該証券の発行法人又は当該

証券の保有者より入手することができますが、これには発行法人及びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸

表が記載されます。なお、本件においては米国における証券の公募は行われません。 
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TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同に関するお知らせ 

 
三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の資産運用会社であ

る三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）
は、この度、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明するとともに、国内賛
同企業による組織である「TCFD コンソーシアム」へ加入しましたので、お知らせいたします。 
本投資法人は、本資産運用会社が制定した「ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する方針」に則

り、日頃から環境負荷の低減や地域コミュニティとの良好な関係の構築に努めており、今後も ESG に関
する取組みを積極的に推進して参ります。 
 

記 
 
１．TCFD の概要 

TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）とは、G20 の要請を受け、金融安定
理事会（FSB）により、気候関連の情報開示及び金融機関の対応をどのように行うかを検討するために
設立された国際イニシアチブです。TCFD は、企業等に対し、気候変動関連リスク及び機会に対する「ガ
バナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」について開示することを推奨する提言を公表してい
ます。 
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２．TCFD コンソーシアムの概要  

TCFD コンソーシアムとは、TCFD 賛同企業や金融機関等が一体となって取組みを推進し、企業の効果
的な情報開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断に繋げるための取組みについて議論す
る目的で設立された組織です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
３．本投資法人の今後の対応  
本投資法人は、スポンサーである三井不動産株式会社（以下「三井不動産」といいます。）と物流施

設事業における戦略的パートナーシップを組み、三井不動産が開発する先進的物流施設へ重点的に投資
を行います。本投資法人は今後も、プロパティ・マネジメント業務を担う三井不動産、建物管理会社で
ある三井不動産ファシリティーズ株式会社（三井不動産の 100％子会社）等の三井不動産グループ各社
と協働し、保有物件において、環境・省エネルギー対策やエネルギー利用の効率化に取り組み、環境へ
の配慮と環境負荷低減に向けて対応を進めて参ります。 
 

以 上 
 
＊本投資法人のホームアドレス：https://www.mflp-r.co.jp/ 

https://www.mflp-r.co.jp/

